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３ 雇用の動き －常用雇用指数 前年比 2.0％の増加－ 

(1) 調査産業計 

事業所規模５人以上の事業所の平成 30 年における雇用の動きを常用雇用指数でみると、前年比

2.0％増の 103.7(416,288 人)（規模 30人以上では 1.4％増の 102.8(244,401 人)）となった。(表 12、

表 13、図５、統計表第９表、第 22表) 

 

 

表 12 産業別にみた雇用の動き 

 

 

 

 

前年比 比率 前年差 前年差 前年差

(事業所規模５人以上) 人 ％ 人 ％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

調 査 産 業 計  416 288   2.0  107 761 25.9   1.8 1.84 0.07 1.70 0.01

建 設 業 26 329   0.1  1 908 7.3   1.4 1.78 0.49 1.73 0.36

製 造 業 116 859   2.4  11 684 10.0   1.1 0.96 △ 0.07 0.86 △ 0.13

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 4 212   3.2   108 2.6   2.2 1.42 0.53 1.11 0.48

情 報 通 信 業 7 347   2.6   378 5.2   1.7 1.30 0.14 0.96 △ 0.23

運 輸 業 , 郵 便 業 21 487 △  0.5  3 737 17.4 △  0.9 1.39 0.25 1.45 0.40

卸 売 業 , 小 売 業 70 254   8.3  29 048 41.4   3.5 2.49 △ 0.12 2.04 △ 0.02

金 融 業 , 保 険 業 10 311 △  8.3   906 8.8   1.5 1.48 △ 0.30 1.57 △ 0.56

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 3 847 6.4   947 24.5 △ 29.7 1.55 △ 1.05 1.86 0.47

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 7 539 △  0.7   608 8.1 △  6.3 1.03 △ 0.65 1.13 △ 0.64

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 28 656   2.2  20 451 71.4   0.7 3.76 △ 0.06 3.19 △ 0.50

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 12 547   3.7  6 369 50.6 △  0.7 4.38 1.25 3.89 0.56

教 育 , 学 習 支 援 業 19 708 △  2.2  5 195 26.3   2.3 2.42 0.07 2.67 △ 0.09

医 療 , 福 祉 60 156 △  1.3  18 297 30.4   6.3 1.61 0.16 1.76 0.24

複 合 サ ー ビ ス 事 業 3 024 △  3.7   264 8.8   0.1 2.16 0.82 1.64 0.72

サービス業（他に分類されないもの） 23 867 △  1.1  7 863 33.0 △  4.2 2.12 0.28 1.73 △ 0.11

(事業所規模30人以上)

調 査 産 業 計  244 401   1.4  48 824 20.0   0.8 1.61 0.19 1.47 0.05

建 設 業 8 243   0.4   194 2.4   0.2 1.43 0.44 1.30 △ 0.03

製 造 業 93 811   2.3  6 603 7.0   0.7 1.00 △ 0.01 0.85 △ 0.07

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 3 574   2.1   62 1.7   1.7 1.46 0.54 1.26 0.56

情 報 通 信 業 5 736   2.1   286 5.0   2.2 0.82 △ 0.12 0.57 △ 0.25

運 輸 業 , 郵 便 業 14 160 △  1.0  2 126 15.0 △  5.0 1.06 0.14 1.24 0.40

卸 売 業 , 小 売 業 23 210 △  0.2  9 396 40.5 △  0.2 1.81 0.36 1.54 0.09

金 融 業 , 保 険 業 4 238 △  12.3   460 10.9   4.2 1.44 0.19 1.51 △ 0.07

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  637 △ 14.9   36 5.6 △ 62.8 1.92 1.03 1.97 1.52

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 3 126   2.4   371 11.9 △  5.6 2.05 0.14 1.89 △ 0.20

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 8 848 △  2.4  6 452 73.0   14.3 3.92 △ 0.02 3.50 △ 0.51

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 5 925   11.1  2 874 48.6   4.9 5.93 2.50 5.10 1.58

教 育 , 学 習 支 援 業 12 629 △  0.5  2 586 20.5   0.3 2.79 0.72 2.65 △ 0.05

医 療 , 福 祉 41 748   2.3  10 090 24.2   4.3 1.61 0.22 1.54 0.14

複 合 サ ー ビ ス 事 業  873 △  15.8   105 12.0   5.4 2.08 0.56 1.71 △ 0.11

サービス業（他に分類されないもの） 17 640   3.6  7 182 40.7 △  0.3 2.23 0.14 1.92 0.10

（注）常用雇用者数の前年比は指数から算出した。 （平成27年=100）

産　　　　業
常用労働者数 入職率 離職率

パートタイム労働者
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図５ 常用雇用の推移 －規模５人以上― 

 

 

 

表 13 常用雇用の全国平均との比較 －規模５人以上― 

 

 

(2) 産業別、性別、就業形態別常用労働者数 

ア 産業別常用労働者数 

常用労働者の産業別構成比をみると、事業所規模５人以上では、製造業が 28.1％と最も多く、次い

で卸売業，小売業 16.9％、医療，福祉 14.5％などとなり、製造業、卸売業，小売業、医療，福祉の

３産業で５割を超えている。（規模 30 人以上では、製造業が 38.4％と最も多く、次いで医療，福祉

17.1％、卸売業，小売業 9.5％などとなった。）（表 14、図６） 

平均月間常用労働者数を産業別にみると、事業所規模５人以上では、前年に比べて大きく増加した

のは、卸売業，小売業(70,254 人)で 8.3％増の 110.4 で、次いで不動産業，物品賃貸業（3,847 人）

が 6.4％増の 113.9 と続き、８産業で増加となった。最も減少したのは、金融業，保険業(10,311 人)

で 8.3％減の 97.9で、７産業で減少となった。 

事業所規模 30人以上では、前年に比べて大きく増加したのは、生活関連サービス業，娯楽業（5,925

人）で 11.1％増の 127.0 で、８産業で増加となった。最も減少したのは、複合サービス事業（873人）

で 15.8％減の 80.2 で、７産業で減少となった。(表 12、統計表第９表、第 22表) 
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% % 人 人 % 人 人 %

平成25年 99.0 △ 1.5 96.8 0.5 403 159 99 498 24.7 46 137 203 13 535 034 29.34

平成26年 100.2 1.2 98.0 1.2 409 383 101 279 24.7 46 824 356 13 895 163 29.67

平成27年 100.0 △ 0.2 100.0 2.1 408 786 96 185 23.5 47 785 520 14 531 822 30.41

平成28年 100.6 0.6 102.0 2.1 411 211 94 706 23.0 48 776 802 14 941 077 30.63

平成29年 101.7 1.1 104.7 2.5 415 837 100 225 24.1 50 034 495 15 353 367 30.69

平成30年 103.7 2.0 105.8 1.1 416 288 107 761 25.9 49 812 763 15 383 884 30.88

（平成27年=100）

年

常用雇用者数（実数）

全国平均富山県平均 全国平均

常用雇用指数

富山県平均
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表 14 産業別、性別、就業形態別常用労働者数 

 

図６ 常用労働者数・パートタイム労働者数の産業別構成比 －規模５人以上－ 

 

 

産業別
構成比

男 パートタイム
労働者数

パート比率
女 パートタイム

労働者数
パート比率 男 女

(事業所規模５人以上) 人 ％ 人 人 ％ 人 人 ％ ％ ％

調 査 産 業 計  416 288 100.0  220 872  25 821 11.7  195 416  81 940 41.9 53.1 46.9

建 設 業  26 329 6.3  20 820   568 2.7  5 507  1 340 24.4 79.1 20.9

製 造 業  116 859 28.1  79 866  2 731 3.4  36 993  8 953 24.2 68.3 31.7

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  4 212 1.0  3 752   76 2.0   459   32 6.8 89.1 10.9

情 報 通 信 業  7 347 1.8  4 452   56 1.3  2 894   322 11.2 60.6 39.4

運 輸 業 , 郵 便 業  21 487 5.2  17 769  2 212 12.5  3 718  1 525 41.0 82.7 17.3

卸 売 業 , 小 売 業  70 254 16.9  35 329  7 534 21.3  34 925  21 514 61.6 50.3 49.7

金 融 業 , 保 険 業  10 311 2.5  3 298   17 0.5  7 013   889 12.8 32.0 68.0

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  3 847 0.9  1 800   24 1.4  2 046   923 44.7 46.8 53.2

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  7 539 1.8  4 789   123 2.6  2 749   485 17.7 63.5 36.5

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  28 656 6.9  9 377  4 398 46.9  19 279  16 053 83.3 32.7 67.3

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  12 547 3.0  4 606  1 902 41.0  7 942  4 467 56.4 36.7 63.3

教 育 , 学 習 支 援 業  19 708 4.7  8 026   939 11.6  11 680  4 256 36.4 40.7 59.3

医 療 , 福 祉  60 156 14.5  12 043  2 839 23.6  48 113  15 458 32.1 20.0 80.0

複 合 サ ー ビ ス 事 業  3 024 0.7  1 633   107 5.8  1 392   157 11.8 54.0 46.0

サービス業（他に分類されないもの）  23 867 5.7  13 183  2 295 17.5  10 684  5 568 52.1 55.2 44.8

(事業所規模30人以上)

調 査 産 業 計  244 401 100.0  137 823  12 187 8.9  106 578  36 637 34.4 56.4 43.6

建 設 業  8 243 3.4  6 829   65 0.9  1 415   129 9.1 82.8 17.2

製 造 業  93 811 38.4  66 836  1 832 2.7  26 975  4 771 17.7 71.2 28.8

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  3 574 1.5  3 167   55 1.7   407   7 1.7 88.6 11.4

情 報 通 信 業  5 736 2.3  3 789   39 1.0  1 950   247 12.7 66.1 34.0

運 輸 業 , 郵 便 業  14 160 5.8  11 259   875 7.8  2 902  1 251 43.1 79.5 20.5

卸 売 業 , 小 売 業  23 210 9.5  11 938  2 020 16.9  11 272  7 376 65.4 51.4 48.6

金 融 業 , 保 険 業  4 238 1.7  1 322   17 1.2  2 915   443 15.2 31.2 68.8

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業   637 0.3   446   0 0.0   191   36 18.9 70.0 30.0

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  3 126 1.3  2 497   123 4.9   629   248 39.5 79.9 20.1

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  8 848 3.6  3 352  1 893 56.5  5 496  4 559 83.0 37.9 62.1

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  5 925 2.4  1 750   548 31.2  4 175  2 326 56.2 29.5 70.5

教 育 , 学 習 支 援 業  12 629 5.2  5 588   588 10.5  7 041  1 998 28.3 44.2 55.8

医 療 , 福 祉  41 748 17.1  9 717  2 049 21.1  32 031  8 041 25.1 23.3 76.7

複 合 サ ー ビ ス 事 業   873 0.4   528   44 8.2   346   61 18.0 60.5 39.6

サービス業（他に分類されないもの）  17 640 7.2  8 805  2 039 23.2  8 836  5 143 58.2 49.9 50.1

産　　　　業

常用労働者
性別構成比常用労働者数

製造業 28.1%

卸売業,小売業
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常用労働者数・パートタイム労働者数の産業別構成比 －規模 30 人以上－ 

 

 

イ 性別労働者数 

事業所規模５人以上の事業所の常用労働者数を性別にみると、調査産業計で男性は 53.1％、女性は

46.9％となり、女性の構成比は前年に比べ 1.7 ポイント上昇（規模 30 人以上では、男性は 56.4％、女

性は 43.6％、女性の構成比は前年に比べ 1.6ポイント上昇）した。 

また、女性の構成比が高い産業は､医療，福祉 80.0％(前年 79.6％)、金融業，保険業 68.0％（同63.6％）、

宿泊業，飲食サービス業 67.3％（同 65.9％）（規模 30 人以上では、医療，福祉 76.7％、生活関連サー

ビス業，娯楽業 70.5％、金融業，保険業 68.8％）などで、低い産業は、電気・ガス・熱供給・水道業

10.9％(前年 15.3％)、運輸業，郵便業 17.3％(同 14.6％)、建設業 20.9％(同 17.8％)、（規模 30 人以上

では、電気・ガス・熱供給・水道業 11.4％、建設業 17.2％）などとなった。 

(表 14、図７) 

 

 

図７  性別にみた常用労働者数の割合 －規模５人以上－ 
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ウ パートタイム労働者 

事業所規模５人以上の事業所の平均月間常用労働者（調査産業計）416,288 人のうち、パートタイム労

働者は 107,761 人で、パートタイム労働者比率は 25.9％、前年差 1.8 ポイント増（規模 30 人以上では

48,824 人、20.0％、前年差 0.8ポイント増）となった。（表 12、表 15） 

パートタイム労働者の産業別構成比をみると、事業所５人以上では、卸売業，小売業 27.0％と最も多

く、次いで宿泊業，飲食サービス業 19.0％、医療，福祉 17.0％などとなり、卸売業，小売業、宿泊業，

飲食サービス業、医療，福祉の３産業で６割を超えている。（規模 30 人以上では、医療，福祉が最も多

く 20.7％、次いで卸売業，小売業 19.2％、サービス業（他に分類されないもの）14.7％などとなった。）

（表 12、表 14、図６） 

なお、パートタイム労働者比率を常用労働者数の多い産業別にみると、製造業は 10.0％(規模 30 人以

上では 7.0％)、卸売業，小売業は 41.4％(同 40.5％)、医療，福祉は 30.4％(同 24.2％)となった。 

 (表 12、表 13) 
 

表 15 パートタイム労働者比率の推移 －調査産業計－ 

 

 

(3)労働異動率 

事業所規模５人以上の事業所の労働異動率をみると、入職率は前年に比べ 0.07 ポイント増の

1.84％(規模 30 人以上では 0.19ポイント増の 1.61％)となった。また、離職率は 0.01ポイント増の

1.70％(同 0.05 ポイント増の 1.47％)となった。 

この結果、事業所規模５人以上の事業所の入職率と離職率の差引きでは 0.14 ポイントの入職超過

（規模 30人以上では 0.14 ポイントの入職超過）となった。(表 16） 

 

表 16 労働異動率の推移 －調査産業計― 

 

 

差 差

前年差 前年差 （入職率-離職率） 前年差 前年差 （入職率-離職率）

％ ポイント ％ ポイント ポイント ％ ポイント ％ ポイント ポイント

平成25年 1.70 △ 0.07 1.72 △ 0.07 △ 0.02 1.73 0.06 1.74 0.10 △ 0.01

平成26年 1.80 0.10 1.78 0.06 0.02 1.73 0.00 1.76 0.02 △ 0.03

平成27年 1.77 △ 0.03 1.71 △ 0.07 0.06 1.56 △ 0.17 1.56 △ 0.20 0.00

平成28年 1.70 △ 0.07 1.64 △ 0.07 0.06 1.49 △ 0.07 1.45 △ 0.11 0.04

平成29年 1.77 0.07 1.69 0.05 0.08 1.42 △ 0.07 1.42 △ 0.03 0.00

平成30年 1.84 0.07 1.70 0.01 0.14 1.61 0.19 1.47 0.05 0.14

（注）　１～12月の単純平均により算出した。

規模５人以上 規模30人以上

入職率 離職率 入職率 離職率

率 前年差 率 前年差

％ ポイント ％ ポイント

平成25年 24.7 0.3 19.9 △ 0.5

平成26年 24.7 0.0 20.5 0.6

平成27年 23.5 △ 1.2 19.4 △ 1.1

平成28年 23.0 △ 0.5 19.0 △ 0.4

平成29年 24.1 1.1 19.2 0.2

平成30年 25.9 1.8 20.0 0.8

年
規模５人以上 規模30人以上


